
秋田県の官公需施策について
１ 秋田県の官公需契約における中小企業との契約状況
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金額比率
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うち新規中小企
業向実績
金額（C）

うち中小企業向
実績
金額（B）

官公需契約
総実績
金額（Ａ）

0.2082.2135,2256,357物件
0.1698.014590,87492,747工事
0.3473.3153 32,71944,607役務
0.2289.6311128,818143,711計

令和４年度 秋田県の官公需契約実績 （単位：百万円、％）

令和４年度の県関係機関の官公需契約実績件数及び実績額は、次の表のとおり。
本県の官公需契約総実績額における中小企業向契約実績額の割合は、直近３年間にお
いて、８０％以上の高水準で推移している（令和２年度85.5%、令和３年度83.1%）。



２ 秋田県の中小企業者の受注機会増大のための取組

（１）建設工事関係
① 県内業者の受注機会確保のための取組
・各入札要綱や契約約款等において、競争性に配慮しつつ県内業者へ優先発注すること

や、下請け工事の発注や資材調達をする際に県内業者に行うことを明記することで、
県内中小企業者の受注機会の確保に取り組んでいる。

・より多くの県内建設業者が受注の機会を得られるよう、平成１５年度から分離・分割
による発注を全庁的な取り組みとして実施している。

・総合評価落札方式において、工事箇所と同一管内の営業所の所在や災害時の配備体制
と訓練実績を評価項目として設けることで、より地域に精通した事業者を評価する仕
組みとしている。

2



②官公需適格組合の活用
・建設業の官公需適格組合について、建設工事入札資格審査の審査項目の算定方法につ

いて、特例を設けている。

③ダンピング対策
・ダンピング受注を排除・防止するため、建設工事の入札において、低入札価格調査制

度を導入しており、令和４年度から、入札に付す全ての建設工事に適用対象を拡大し
ている。

・低入札受注した場合は、その案件に対して、前払い金の支給割合の引き下げ、履行保
証割合の引き上げ、受注者側技術者の増員配置等の措置を講じるペナルティを設けて
いる。また、低入札受注の繰り返しに対しては、指名差し控え措置（入札参加禁止）
を行っている。
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２ 秋田県の中小企業者の受注機会増大のための取組



（２）物品調達関係
① 県内業者の受注機会確保のための取組
・オープンカウンターで調達する物品（印刷物は２５０万円以下、その他の物品は１６

０万円以下）については、購入予定額が１０万円以下の案件は原則として参加資格を
県内に本社又は本店を有する業者に限定して発注している。

・地方機関の要求する購入予定額が１０万円を超える案件については、原則としてその
地方機関が所在する区域内に登録された事務所又は事業所に限定して発注している。

・本庁各課の要求する購入予定額が１０万円を超える案件については原則として、秋田
県内に事務所又は事業所を有する者に限定して発注している。

・印刷物については金額にかかわらず、県内に本社・本店及び印刷工場を有する自社印
刷の業者に限定して発注しており、さらに地方機関の場合は、その地方機関が所在す
る区域内に登録された事務所又は事業所に限定して発注している。
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２ 秋田県の中小企業者の受注機会増大のための取組



②官公需適格組合の活用
・本庁（教育庁、警察本部含む。）で所有する公用車の自動車燃料（ガソリン及び軽

油）の単価契約について、官公需適格組合である秋田県石油商業協同組合と年度当初
に単独随意契約で締結している。

③ダンピング対策
・予定価格が２０万円を超える印刷物の発注については最低制限価格制度を導入してい

る。
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２ 秋田県の中小企業者の受注機会増大のための取組



（３）コンテンツ版バイ・ドール契約
・劇団公演を活用した交流人口拡大促進事業において、コンテンツ版バイ・ドール契約

を行った。造成した演劇に係る著作権を受託事業者に帰属させ、今後も受託事業者の
裁量で自由に公演できる契約内容とした。
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２ 秋田県の中小企業者の受注機会増大のための取組
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３ 官公需確保対策に係る啓蒙普及への取組

・国からの閣議決定の通知等があった都度、県の各部局や県内各市町村に情報提供及び
取組への協力要請を行い、地元中小企業の受注機会の確保に努めている。


